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1. はじめに

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構（以下、「機構」という）における建設  DX は、

令和３年７月に策定した鉄道・運輸機構改革プ

ランの取組みの一環として、令和３年 11 月に

「 ICT 推進チーム」を立ち上げ推進してきた。

令 和 ５ 年 ４ 月 に は そ の 取 組 み を 引 き 継 ぐ 形 で

「 ICT 推進会議」を立ち上げ、建設 DX の推進

体制をさらに強化するとともに、機構の新たな

第 5 期中期計画のスタートに併せて建設 DX ビジ

ョン（以下、「ビジョン」という）を策定した。 

２．ビジョン策定に至った社会的背景と課題  

令和５年 10 月に機構設立 20 周年を迎えたが、

その間新幹線の整備延長は設立当初と比較し約

1,000km 延伸された。また、世界中で流行した

新型コロナウイルス感染症や ICT、５ G、クラウ

ド等に至る革新的なデジタル技術の開発等によ

り、社会経済活動のあり方や人々の行動・意識・

価値観・インフラに対する捉え方が大きく変化

するなど、わが国の社会情勢も大きな変化を遂

げている。  

表 -1 過去 20 年間での社会の変化  

一方、近年では人口減少の深刻化、地球温暖

化に起因した自然災害の多発・激甚化、デジタ

ル技術導入の遅れ、建設業に従事する労働人口

減少・就業者の高齢化など、日本社会および鉄

道建設における「持続可能性」に対する課題が

顕在化している。令和５年度から開始した機構

の第５期中期計画では「持続可能性」、「デジタ

ル化」、「安全・安心」、「環境」、「技術者不足へ

の対応」など、現在の社会情勢を踏まえた課題

に対して社会変化を見据えた対応をしていくこ

とが求められている。  

３．ビジョンの目指すべき方向  

ビジョンでは機構が今後進めるべき、「生産性

の向上」、「安全・安心」、「環境・ GX」、「技術継

承」への対応を明確にし、世の中の動きと連動

して「持続可能な社会に向けて“シンカ”する」

ことを掲げ、３  つの“シンカ”目標を設定した。

一つ目は「安全性、環境負荷などの社会的課題」

に対して「更に安全で地球にも優しい鉄道に“進

化”する」、二つ目は「人口減少の深刻化と鉄道

建設の担い手不足」に対して「これまで培った

技術や事業遂行能力を“深化”する」、三つ目は

「世界的に見た日本のデジタル技術導入の遅れ」

に対して「新技術を積極的に導入し絶えず変革

する組織へと“新化”する」とし、“シンカンセ

ン”をはじめとした鉄道建設のネクストステー

ジに向けた、機構の“真価”を発揮できる内容

とした。  

４．ビジョンにおける“シンカ”の設定 

機構が建設  DX を活用し“シンカ”させるべ

き３つの業務内容を設定した。一点目は「鉄道

の建設現場の“シンカ”」、二点目は「サイバー

空間を活用しオフィスを“シンカ”」、三点目は

「鉄道運行や技術支援を“シンカ”」とし、ビジ

ョンのコンセプトに掲げる「持続可能な社会に

向けて“シンカ”する」を達成できる内容とし

た（図 -１）。  

５．ビジョンの実現に向けたロードマップの策定

持続可能な社会の実現に向け、建設  DX を活

用した“シンカ”を目標に 20～ 30 年後に実現  

項目 2003年
（機構設立） 2024年

人口 日本：約 1.2億人   
（世界：約 60億人）

日本：約 1.2億人  
（世界：約 81億人）

一人当
たりの
GDP  

日本： 38千ドル /人  
（世界 2位： 2000年）  

日本： 33千ドル /人  
（世界 38位：2024年） 

新幹線
延長：約 2,000㎞  

2002年東北新幹線
盛岡・八戸開業  

延長：約 3,000㎞  
2022年西九州新幹線
武雄温泉・長崎開業  

携帯
電話

3Gサービス
（静止画）

5Gサービス  
（高画質動画）

交通系
IC   

カード

サービス開始直後
2001年  

SUICAサービス開始

約 2億枚突破
2021年 9月
JR東日本

メカトロニクス
報道発表資料より
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※ 当 該 イ ラ ス ト は 、 第 5期 国 土 交 通 省 技 術 基 本 計 画 １ ）
で 示 さ れ た 「 将 来 の 社 会 イ メ ー ジ 」 を 参 考 に 、 鉄 道 ・
運 輸 機 構 の 建 設 D Xビ ジ ョ ン と し て 作 成 し た も の で す 。

図 -１  建設現場の“シンカ”のイメージ  

させる機構独自のビジョンを策定したが、ビ

ジョンだけではその具現化はできない。各鉄

道事業者、業界団体、学識経験者、国土交通

省等と意見交換を実施し、実務に精通した機

構内の各部署とも議論を重ね、令和６年４月

に「鉄道建設」に関連する技術のうち先行し

て優先的に取り組むべき 11 項目について、建

設 DX ビジョン・ロードマップ（以下、「ロー

ドマップ」という）を公表した。各ロードマ

ップの具体的な内容は、公表資料 2）をご覧い

ただきたい。  

５ -１  目標時期の設定  

ロードマップでは世の中の技術進歩や技術

開発動向を踏まえて目標時期を設定した。５

年以内に実現する技術（以下「 STAGEⅠ」とい

う）、 10 年程度で実現する技術（以下「 STAGE

Ⅱ」という）、20～ 30 年程度で実現する技術（以  

下「 STAGEⅢ」という）の３つの目標時期に分

類した。  

表 -2 ロードマップの目標時期  

５ -２  ロードマップの内容  

（１）新技術の現場活用  

新技術の活用原則義務化の制度化や技術開

発を考慮した ECI 方式の構築等により建設現

場を活用し、各企業が技術開発を行うことの

できる環境を構築する。また、鉄道建設技術

を蓄積・整理するシステムを構築し、地域鉄

道の支援等に活用する。  

図 -２  ロードマップ（仕組みの構築）  

（２）監督検査関係  

デジタルデータ・ドローン・ AI 技術等を活

用し、遠隔・自動で監督検査を実施する。ま

た、画像解析技術や AI を活用した、コンクリ

ート品質管理や、配筋検査等について原則化

を目指す。赤外線や電磁波など透視技術を活

用した構造物の品質管理については、精度向

上を図る。  

図 -３  画像解析と AI によるスランプ試験

図 -４  StarLinkを活用したトンネル通信エリアの構築 

現在は北海道新幹線、渡島トンネル (上二股 )

に お い て 、 携 帯 不 感 地 帯 の 対 策 と し て 、

＜STAGEⅠ：５年以内に実現する技術＞
⇒・機構が既に一部の工事で導入している技術

 ・国や鉄道事業者等で既に導入が進んでいる技術　等

＜STAGEⅡ：10年程度で実現する技術＞
⇒・国やJR等が既に一部の工事で導入している技術

 ・5～10年で技術が確立すると予測されている技術　等

＜STAGEⅢ：20～30年で実現する技術＞
⇒・現在、研究開発段階の技術を用いた技術

 ・20～30年で技術が確立すると予測されている技術	等
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StarLink を活用したトンネル通信エリアの構

築を実現した。（図 -４）  

（３） BIM/CIM 関係  

BIM/CIM データを設計・施工・維持管理まで

一元的に管理し、駅構内の動線・混雑度シミュ

レーション等を用いた設備の適正配置、計画な

どの実現を目指す。また、ホログラム等を活用

し、完成形を施工現場で投影し、見える化・最

適化を図る。現在は北海道新幹線、渡島トンネ

ル (上二股 )の横取り基地で、計画段階において

AR/VR 技術を導入し、鉄道事業者との協議等に

活用している。（図 -５）  

図 -５  AR/VR 技術を活用した検討  

（４） ICT 施工（土工）関係  

鉄道建設における ICT 土工の基準類や出来形

管理方法を整備し、ICT 土工の原則化を目指す。

また、土工全体のデータ管理・分析を行って効

率化を図り、最終的に工事全体を自動化して生

産性向上を図る。現在は倶知安保守基地におい

て、 ICT 土工の品質、出来形基準制定に向け、

鉄道総研と共同で試験等を行っている。（図 -６） 

図 -６  倶知安保守基地における ICT 土工試験  

（５） ICT 施工（橋梁工事）関係  

ICT 橋梁工については、施工方法や課題の検

討をおこない、マニュアル作成し、原則化を目

指す。大型のプレキャストコンクリートの活用

を促進し、生産性向上を図る。また、鉄道建設

における ICT 橋梁の基準類整備を進め、橋梁工

事の無人施工の実現を目指す。現在は機構工事

に お け る プ レ キ ャ ス ト 工 法 の 活 用 事 例 や

「 i-Construction2.0」にも記載のある「 Value 

for Money」の活用事例を参考に機構工事への適

用拡大について検討している。（図 -７）  

図 -７  プレキャストによる橋梁工事  

（６） ICT 施工（トンネル）関係  

画像解析や AI 技術を活用した切羽評価やト

ンネル機械の ICT 化を推進し、トンネル工事全

体の効率化を図ると共に、最終的にはトンネル

工事の無人化を目指す。現在はトンネル新技術

の調査を行い、今後の ICT 施工に向けた現状把

握と課題整理を進めている。（図 -８）また、ト

ンネル工事の無人化施工に向け、遠隔操作や自

動施工技術の適用に向けた課題整理を行ってい

る。  

図 -８  北海道新幹線の調査  

図 -９  ロードマップ（鉄道建設の DX 化）  

（７） ICT 施工（建築・軌道・電気工事）関係  

設備工事に ICT 等を活用し、建築・軌道・電

気・機械工事の省力化・遠隔化・自動化を目指

す。現在は軌道工事において、デジタル３点ゲ

ージの機能を拡張する開発を行い、「次世代型ス

ラブ敷設ゲージ」を試作している。（図 -10）ま
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た、設備工事における「自動化・遠隔化」に関

する取組み状況の情報収集を行い、自動化施工

等の適用に向けた課題整理を行っている。  

図 -10 次世代型スラブ敷設ゲージの試験  

（８）安全管理関係  

工事現場内や周辺の各種データを AI で解析

し、工事現場の安全管理の最適化を図る。また、

ICT をはじめとした DX 技術を活用して高齢の作

業員や外国人労働者への安全配慮の取組みを深

度化する。現在は Microsoft Teams を活用した、

「事故対策本部の設置・運営訓練」や「 VR を活

用した安全教育」を実施している。（図 -11）  

図 -11 VR を活用した安全教育  

（９）鋼材の GX 関係  

電炉鋼材など低炭素鋼材について調査を行い、

建設現場での適用拡大を検討し、 CO2 排出量の

抑制を目指す。現在は電炉鋼材については使用

実績から鉄筋と形鋼については原則、適用可能

と考え、適用ルールの策定について検討してい

る。また、水素還元鋼材については、まだ世界

的にも技術が確立されていないため、開発状況

を注視している。  

（ 10）コンクリートの GX 関係

現時点では状況に応じて CO2 排出量が少ない

高炉スラグセメントの活用を推奨しているが、

今後は低炭素コンクリートの適用検討を行い、

さらなる CO2 排出量の抑制を目指す。現在は高

炉スラグセメントの使用については地中構造物

に限定しているが、柱や梁といった気中構造物

に適用範囲を拡大するため、ルールの改定を予

定している。また、低炭素コンクリート、 CO2

を吸収するコンクリートは、まずは強度的に問

題ない箇所での現場試行について検討を行って

いる。  

図 -12 ロードマップ（鉄道建設の GX 化）  

（ 11）省エネ・スリム化関係

低燃費、GX 建設機械の試行を進め、適用拡大

効果を精査し、基準類の整備を図りながら、CO2

排出量の抑制を目指す。また、新材料活用の観

点から設計基準の改定を行い、鉄道構造物のス

リム化・長寿命化を進めることで資材量・産業

廃棄物削減を目指す。現在はトンネル工事の省

エネシステムについて調査を行い、現状把握と

今後の導入に向けた課題整理を進めている。ま

た、燃費基準達成建設機械や GX 建設機械等の適

用については、現状把握と今後の導入に向けた

課題整理を進めている。  

６．最後に  

わが国における建設 DX の推進は喫緊の課題

であり、鉄道建設を担う当機構もその重要な役

割を果たす責任がある。「明日を担う交通ネット

ワークづくりに貢献」することを基本理念とし、

持続可能な社会の実現に向けて、建設  DX を活

用した“シンカ”を目標として、機構職員一丸

となって取組みのテンポアップを図っていく。  
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